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令和６年度 第３回 犬山市国民健康保険運営協議会 議事録 

 

日 時 令和6年11月28日（木）午後2時～3時15分 

場 所 犬山市役所 2階202会議室 

出席者 日比野委員、舟橋委員、河村委員、 

板津委員、澤田委員、石原委員、原委員、 

玉置委員、久世委員、岡村委員、諏訪委員、 

                                      （欠席者）鈴木委員 

事務局 高木健康福祉部長、舟橋保険年金課長、 

梅田保険年金課課長補佐、 

保浦保険年金課統括主査、 

河合保険年金課職員 

 

◆議事 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本日、鈴木委員からご欠席の連絡がありましたので、本日出席している委員

は１２名であります。国民健康保険運営協議会規則第５条の規定を満たしてお

りますので、直ちにこの会議を進めたいと思います。議事に入る前に、本日の

議事録署名人を、私の方から指名をさせていただきます。被保険者代表の河村

委員さん、保険医・薬剤師代表の原委員さん、お２人の方にお願いしたいと思

います。 

それでは議題に入りたいと思います。議題１、県が発表した来年度の仮算定

納付金額について、事務局より報告を受けたいと思います。 

 

では、ご説明させていただきます。 

資料１をご覧ください。令和７年度納付金の仮算定結果になります。毎年こ

の時期に、県から来年度に払う納付金の仮算定結果が示されます。今回は仮算

定ということで、本算定は1月に示されます。時期的にこの仮算定納付金をもと

に、来年度の税率について、この後、ご協議いただきたいと思いますが、まず

は納付金の金額についてご説明をさせていただきたいと思います。 

最初に結果の方から申し上げますと、⑲県への納付金は、１６億８，４０２

万５，７３８円ということです。右の方を見ていただきますと、昨年度と比べ

まして、約１億３，０００万円の減額、率で言いますと７．３％の減となって

おります。その下の⑳被保険者数ですが、これは県による推計になりますが、

今回の被保険者数としては１万５５８人、昨年度は1万１，５０２人でしたの

で、９４４人、８．２％の減となっています。その下の㉑1人当たり納付金負担

額ですが、今回は１５万９，５０２円、昨年度が１５万７，８７３円というこ

とで、1人当たり納付金額としては１％増加しているという結果となりました。 

上の方に戻りまして、一番上①県全体の保険給付費の推計ですが、右端の増

減を見ていただきますと、３．０８％の減となっています。県の保険給付費が

減った理由ですが、県の方では１人当たりの保険給付費は３％の伸びを見込ん

で推計しています。一方、被保険者数が減っているということで、県全体で

４．８％減っていますので、保険給付費全体としては減少となっています。 

それから、④昨年度以前の剰余金充当額についてですが、以前ですと、この

県の剰余金を使って納付金を引き下げるというようなことがされていた時もあ
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りました。今回、県の説明によりますと、６年度の決算剰余金は４８億円にな

る見込みということです。この決算剰余金は、納付金の急激な上昇を抑制する

ために活用するというルールが県の方でありまして、今回は納付金の急激な上

昇がなかったということで、具体的に言うと、県１人当たり納付金の伸び率が

１％を下回る場合は剰余金を活用しないというルールに則り、今回は納付金の

伸び率が０．１１％だということで、剰余金を活用しないということです。こ

の今回使わなかった剰余金は、今後、急激に保険給付費が伸びて納付金が急増

するようなことがあった場合に備えるということになります。 

説明は以上です。 

 

説明は終わりました。仮算定の結果が出て参りまして、昨年度に比べたら１

億３，０００万ほど下がっているという状況の説明がありましたが、皆さんの

方からご質問等々があればお願いします。 

 

県の剰余金ですけど、ゼロじゃなくて４８億円あったということですか。 

 

そうです。６年度の保険給付費が見込みより実績の方が少ないということ

で、そういったこともあって、６年度は剰余金が４８億円になる見込みという

ことです。 

 

それはいつの段階で分かったことなんですか。 

 

先日１１月２０日に県で会議がありまして、その資料に説明がありました。 

 

去年の議事録を見てもゼロだということで、その前から引き続きゼロだとい

うことでした。ゼロだと思っていたけど４８億あると言われると、いつの間に

出てきたんだという感じです。県の財政状況もそういうことだったら、どうい

う要因でその剰余金が出てきたのかと思います。保険給付費の減によって出て

きたということになるんですね。 

 

事務局、どうして４８億円が生まれてきたかということに対してよろしいで

すか。去年のこの議論の中では剰余金はないって言っていて、今年この議論に

なって、仮算定が県から出てきたんだけども、その時になって、僕も疑問に思

ったんですけど、４８億という剰余金が突然出てきたので、例えば県の決算の

方でそういうふうになったとか、というご説明があれば分かりやすいと思うん

ですが。 

 

市役所と一緒で、県も６月に決算が決まります。収支がプラスでないと決算

がくくれないので、必ず剰余金は出ることになります。そこから国の補助金の

精算などがありますので、そういったものを差引して、９月の決算議会あたり

で、県としては、これだけ実際の蓄えができたということを把握していたとい

うふうに思います。剰余金はこれまでも多少はあったのですが、医療費の急増

があって、それをそのときに使わないといけないと考えていたので、納付金を

下げるための剰余金はゼロだというふうに聞いていた記憶があります。今回の

推計から推察すると、県はそれほど医療費が伸びていないと考えていて、４８
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億円の剰余金が見込めると思っているんだと思います。ただ母数を見て分かる

とおり、県全体の必要な保険給付費の推計は、桁が違いますよね。２，５００

億のうちの４８億ぐらいが余るということですから、数値からいくと、大した

金額が残ったというわけではないと考えてるんだろうと思います。 

 

剰余金は決算剰余金ですよね。本来だったら財政安定化基金というのはある

はずですが、これまで、その運用がどうなってるか話を聞いても結局よく分か

らないです。だから、納付金が１％以上上がったときに、剰余金で保険税の急

増をならすというのは分かるけど、本来であれば財政安定化基金でそういうの

やるべきだと思います。だから、その運用と今の状況、本来、剰余金と基金と

は違うはずなんで、財政安定化基金でどれぐらい積み増したんだとか、本来だ

ったら剰余金が出たら、それは保険税をならすためじゃなくて基金に積み増す

はずだと思うんですよね。そういう運用がどうなっているかというのが、今の

説明を聞いても全く腹に落ちないものですから、そこをまた今後、資料をしっ

かり出していただきたいなと思います。いくら納めろというのは県から出てく

るわけですかね。だったら、今の県の財布はどうなんですかというのは、当然

確認すべき事項です。 

 

財政安定化基金とＡ委員が今言われました。私ども国保の基金や市の一般会

計の基金のようなイメージで言ってらっしゃると思いますけど、同じ名前のも

のが県の国保にもあるんですが、その役割は、市町村が急激に赤字になった場

合に補填をするための基金という性格を持っていて、いわゆる我々の基金のよ

うなイメージではなく、剰余金積み立ての機能がないような気がしますので、

そこら辺も含めて確認をしておきます。 

 

本来の運用としては、剰余金で均すようなことはしないはずです。 

 

今までにもこの剰余金、基金の議論はしてきて、犬山市は保険税が大幅に上

がるときに基金を使って抑えてきたという経緯もあります。今日の話は、県の

剰余金の４８億円というのが今日初めてポンと出てきたものですから、Ａ委員

の方からご質問がありました。回答としては、まだ県の方に確認しなければ細

かいことは出ておりませんが、事務局は次回の協議会までに、それを確認いた

だきたいと思います。よろしいでしょうか。他にご質問等々があればお願いし

ます。 

 

全体のところは今のご説明だったんですけれど、医療給付費分や後期支援分

は少なくなっていて、介護納付金分については横ばいというか、若干増えては

いるんですけど、これについての説明をいただきたいなと思います。 

 

介護納付金については県全体でも上がってまして、１．３％ぐらい上がって

います。国が示している加入者一人当たり負担見込額も０．４４％上がってい

ます。県と比べると、犬山市は被保険者数の減りが大きいため、それほど増加

率は大きくありませんが、県全体で上がっているので犬山市も上がっていると

言えると思います。 
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今の答弁だとちょっとおかしい。県全体で上がっているから犬山市も上がっ

ているという答弁はおかしいんで、修正をお願いします。犬山市の介護納付金

分がちょっと上がっているのはなぜかといいうＢ委員のご質問だったんで、当

市の状況についての説明をいただきたいということですよね。今、県の話が出

てきたんで、県全体が上がっているので犬山市は上がっているとというような

ご説明だったらそれはちょっと違うから。 

 

ピンポイントの説明ではないかもしれないですが、後期支援分と介護分とい

うのはどういう仕組みで県が払わなくてはいけないかと言いますと、先ほど補

佐が説明したように、基本的に被保険者１人当たりの金額で決められます。拠

出金は、この１人当たりの金額に被保険者数をかけます。複雑にしているの

は、２年後の精算というのがあるので、余ったら返してくれますし、足らなか

ったら追加請求がきます。だから、増減の大きな要因としては、その年の概算

の１人当たりの単価が上がれば、まず単純に上がる。それから、２年前の精算

でお金を払わなきゃいけないと上がる。返してもらえば下がる、という傾向で

す。被保険者数は、皆さん先ほどからご承知のとおり、減っています。ですか

ら、結局、要は本体全体の上がり幅と被保険者数減によって、全体額の増加よ

りも被保険者数の減少の方が大きければマイナスになるし、そうじゃなけれ

ば、若干のプラスになるというように変わります。大体予想がつくと思います

が、後期も介護も、国全体として拠出する額は増える一方ですから、基本的に

単価は上がります。あとはその上がり具合と県と市の被保険者数の増減によっ

てプラマイが出る。一番分かりやすいのは、納付金全体ですと、先ほどの説明

通り７．３％ぐらい減りました。だけど被保険者は８．２％減ってます。１人

当たりが同額だったら同じように８．２％ぐらい減るはずだけど、７．３％し

か減らなかったということは１人当たりでみると１％伸びたからです。本当は

単純な足し算ではありませんが、被保険者数が８％も減ったというのに、納付

金額が７．３％しか下がらないのは、１人当たりは１％上がったから。そうい

うような説明に一般論としてはなります。介護の現状の数値を把握してないの

で、正確に言えないですけど、そういう仕組みです。 

 

皆さん、分かりましたか。 

 

介護保険の納付金が減るというのは、一人当たり単価は増えているが人が減

っているからということですね。 

 

介護は、４０歳から６４歳までが第２号被保険者といって、健康保険と一緒

に納めなくてはいけない世代になるので、この年齢層は、国保では少ないとい

うところはあります。 

 

質問されたＢ委員、どうですか。 

 

ありがとうございます。人数も結構急激に減っているということですが、後

期高齢者になる方は逆に増えていると思うんですけど、それにしてもマイナス

９．８％ということでちょっとどうなのかなと思ってます。 
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後期高齢の方は人増えているはずだということですね。国保の方が９４４人

減ってるということは、後期の方がその分増えているはずだけど、これだけマ

イナスになっているのはなぜかということです。 

 

先ほどと同じ理屈です。後期高齢の人はどんどん増えていて、国全体では、

拠出金額が増えています。それを、全部の健康保険の被保険者数で割ります。

その中には今日出席されています協会けんぽの方もいます。全体の中で国保の

シェアはどんどんしぼんでいるから、それを足した金額としては減っていると

いうだけの話です。その中でさらに犬山市は人の減りが激しいので、さらにそ

の減少が加速します。犬山市の額としては減っているが、国全体の後期高齢者

のためのお金は増えています。 

 

これは社会保険の支払基金の計算方法が変わったっていう影響もあるんです

か。 

 

そうですね。昔は単純に今私が説明したとおりだったんですが、途中から、

Ａ委員がおっしゃった通り、総報酬割、確かボーナスも加算がされるようにな

って、社会保険の人たちが負担する金額の方が上がるという仕組みを作ったの

で、結果的に国保は楽をする形になりました。国保についてはプラスに働いて

いますが、現役世代の社会保険を極めて圧迫している形になりますので、これ

には健保組合さんたちは大変反対をしていらっしゃいます。 

 

大きい企業の（健保組合）ということですね。 

 

そうですね。特にそうです。 

 

 

何となく理解できましたか。あんまりストレートな回答ではなかったと思い

ますが。 

 

社会保険の負担というか仕送りが増えて、国保も他の医療組合も楽になって

いるというふうにしか見えない。 

 

そうですね。ここには見えてないですが、①に前期高齢者調整後とあります

が、要は本当にかかった給付費はこれよりもっと高いですが、社会保険から医

療給付費に対する国保への仕送りもあります。これを前期高齢者交付金といい

ますが、県は大変多額の金額をもらっているはずです。ほとんどは、社会保険

の皆様方から。 

 

他によろしいですか。ないようでしたら、この金額を受けて、いよいよ税率

の方の話になってきますが、よろしいですか。 

 

《意見なし》 

 

それでは次に、議題２、令和７年度以降の保険税率改定について協議しま
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す。ただいまの仮算定の数値を受けて再作成をした資料をもとに協議を進めて

参りたいと思います。初めに事務局より説明をお願いいたします。 

 

資料２をご覧ください。本来必要な課税必要額を計算する表でございます。

上から順に説明させていただきます。まず①仮算定の納付金額ということで、

先ほどご報告させていただきました１６億８，４０２万５，７３８円をこちら

に転記しました。これに犬山市として国保の運営をするために必要な経費を加

算をしていきます。②③④は、任意給付と呼ばれるもので、出産育児一時金な

どです。それから⑤特定健診など保健事業の経費です。これらの金額は確定と

いうわけではありませんが、来年度の予算案の額を記載させていただいており

ます。Ａ、加算するものの合計ということで、加算するものは大体1億円ぐらい

必要となります。それから、その下ですが、こちらは今とは逆で、市にお金が

入ってくるものです。これは課税必要額の計算からは引き算しますので、それ

がここに書いてございます。⑥は滞納分の保険税収納、過去に滞納されてる保

険税のうち納付が見込まれる額が記載してあります。⑦が県からの交付金、⑧

⑨⑩は法で決められている、市の一般会計からの繰り入れです。⑪は法定外の

繰り入れですが、国が認めている部分になります。Ｂ、減額するものの合計は

約３億円になります。そして、最初の納付金にＡとＢを加減算しますと、⑫保

険税収納必要額が大体１４億８，０００万円ぐらいになります。この１４億

８，０００万は収入として必要な額になります。収納率が１００％でしたらこ

のままでいいですが、収納率１００％というわけにはいかないので、収納でき

ない分を見込みまして課税する額を決めていきます。予定収納率９４％で割り

戻しますと、大体１５億７，０００万ほど課税する必要があります。さらに、

そこから低所得世帯の保険税軽減分、子ども均等割の軽減分、産前産後の母親

に対する保険税の軽減分をひきます。これらは保険税としては軽減されまし

て、一般会計から繰り入れられますので、保険税としては課税しなくてよいと

いうことで、引き算します。そして、⑱本来必要な課税総額が１３億８，００

０万円となります。 

続いて、資料３をご確認ください。前回もお示しさせていただきましたが、

税率改定と激変緩和策のシミュレーションの表になります。前回と変わったと

ころとしましては、７年度の①本来必要な課税総額のところに、先ほど資料２

で最後に計算しました１３億８，０００万円を記載しました。①の令和７年度

以降は、医療費の増を見込んで、４％ずつ伸ばした数字が令和１１年度まで記

載してあります。それから、令和８年度以降は、第１回協議会で説明させてい

ただきましたが、子ども子育て支援金が必要となりますので、そちらを記載し

てあります。そして、①と②の合計に収納率を掛けまして、⑤本来必要な収納

総額を計算しております。⑦が各年度の課税総額になります。そこから同じよ

うに収納率をかけまして、⑧の収納総額を出しまして、⑪収納不足額を計算し

ます。⑦の各年度の課税総額ですが、納付金が前回お示ししたものよりも少し

減りましたので、令和7年度は６％の増税、以降６％ずつ上げていきまして、令

和１１年度には収納不足額がゼロになるというシミュレーションとしていま

す。それから⑪の収納不足額ですが、来年度、令和７年度は３，９７４万ほど

不足となります。この金額を基金と一般会計からの繰り入れで補填するという

シミュレーションとなっております。１１年度までの収納不足額の合計は、一

番下を見ていただきますと、約１億３，０００万円で、これを半分ずつ基金と
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会長 

 

 

Ａ委員 

繰入金で補填するという、現時点でのシミュレーションになります。 

続いて、資料４をご覧ください。課税総額を現行のものよりも６％上げるの

にどういうふうに改定するかという資料になります。②の来年度税率案という

ところをご覧ください。太字になっているところが改定するところで、均等

割、所得割を改定することにしております。前回までの議論で、応能対応益を

概ね１対１とする方針がありましたので、現状で１対１となっていますから、

今回の改定では応能応益とも上げるということで、所得割と均等割を上げてい

ます。総合計欄の右端を見ていただきますと、均等割が５，７６０円、所得割

が０．５９％増となっています。一番下の参考のところで、応能：応益割は大

体１：１となっています。説明は以上です。 

 

説明は終わりました。初めてお聞きする方もいらっしゃると思うんですが、

県から仮算定が出てくると、その金額に基づいて、資料２の数字がはじき出さ

れます。その数字をもとに、何年か先、令和７年度以降のシミュレーションを

してもらってます。そこには、昨年から一般会計から繰り入れしている金額も

入ってきております。今の資料２、資料３、資料４の説明について、何かご質

問がある方、お願いいたします。何年か委員さんをやられている方は毎年この

頃になるとこの話は聞かれてると思うんですけども、昨年の話のときは、６．

５％ぐらいのシミュレーションで話をしていましたが、今年度納付金額が下が

ったことによって、６％ぐらいで推移できるんではないかなあというのが、昨

年の今頃と違ってきてる状況だと思います。若干でありますが下がったいうご

説明です。いろんな数字が出てきて、皆さんどれがどれだというふうに思って

いられると思いますけども、１つ１つ、１枚１枚理解をいただけるといいかな

あと思いますが、いかがですか。 

昨年度に行ったシミュレーションより良くなって、０．５％程度低くなって

きてるっていうのは確かです。ただ、資料３の、新しく出てきた子ども子育て

支援のところは、まだ確定した数字ではありません。見込みの数字で入れてお

りますので、まだ不透明です。まだこれから変わってくることもあるかもしれ

ませんが、本年度の県の仮算定の数字をもとに算出していくと、こんな数字に

なるということでありますので、よろしいですか。何かご質問等々、ご意見あ

ればお聞きしますが。 

 

応能応益割を今までの１対１に保つために、（基礎課税分では）均等割を

３，４８０円、所得割を０．４５％上げるということですね。そういう割合で

いいかどうかということですね。 

 

よろしいですか。何もないですか。これをもとに答申を作っていきますの

で、よろしいでしょうか。 

 

想定よりはましです。 

 

もっと下げれんのかというようなこともあるかと思いますが、よろしいです

か。 

 

事務局案で妥当です。 
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Ｂ委員さん、どうですか。 

 

はい。想定よりも下がってきたので。 

 

６％上がりますが・・・。Ｃ委員、どうですか。厳しいことは厳しいです

が、事務局案で妥当だと思われますか。Ｄ委員どうですか。 

 

この数字でよいです。 

 

先生方どうですか。この数字で答申を作る方向でよろしいですか。 

何もないようでしたら、これで協議を打ち切って、答申にこれを反映していく

という形になりますが、よろしいでしょうか。 

 

《意見なし》 

 

ありがとうございます。そしたら、皆さんの方でご協議をいただいた、この

確定した数字をもとに、答申案を作成しておりますので、事務局の方から答申

案のご説明をお願いしたいと思います。 

 

朗読だけさせていただきます。 

 

《答申案を朗読》 

 

ありがとうございます。先ほどご議論いただいた資料２、３、４に基づい

て、記にあるように、１～４ということで、市長の方に持っていく答申案とし

て資料を作らせていただいておりますが、この内容についてはよろしいでしょ

うか。先ほど確認いただいていますので、もし何か修正点等々がありました

ら、ご連絡いただければと思いますし、また細かい字句についても、私の方と

事務局の方で、最終確認をして市長への答申の方に臨みたいと思いますがよろ

しいでしょうか。 

 

《意見なし》 

 

ありがとうございます。それでは、前回、その他ということでＡ委員からご

提案がありました。今日も資料２～４について、事務局の方からご説明があっ

て、話をした内容ですけども、毎年、仮算定の数字が変わると数字の部分は変

わるんですけども、内容的にはそんな変わりないので、できればその時間を他

の議論に充てたらどうかというような提案がＡ委員からありましたので、その

ことについて、今日皆さんの方で、どうするかということを決めていきたいと

いうふうに思います。Ａ委員の方から何かありますか。 

 

そんな大げさな話じゃないです。税率の話ばっかりなんで、もうちょっと違

うことをやりましょうと。先生方の知見をしっかりお聞きして、それも反映し

た国保行政にしていこうという、税率の協議に充てる時間を短くしようという
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提案です。 

 

今日皆さんのお手元に次年度協議会の申し送り事項ということで資料が入っ

てます。Ａ委員の方からご提案のあった件ですが、Ａ委員もそんな大ごとでは

なくて、時間があれば他の議論をしようというような提案があったということ

で、答申に入れるような内容ではないかなということで、しかしながら、委員

さんも次年度大きく変わる可能性もありますので、次年度の委員さんへ申し送

り事項として、こういった形で書面を残すようにしようかなということで準備

をしておりますが、ちょっと時間を割くので、皆さんまずちょっとお目通しを

願いたいと思います。基本的に下の記のところを読んでいただければわかると

思いますが、常日頃議論しているところがそこに書かれておりますので、これ

が基本方針となるところです。 

 

制度改正からちょっと時間がたってきて、今年度の所得割の改定も安定して

きてるんで、そこまで税率に悩まなくても今後は大丈夫。上げなきゃいけない

ことは変わりないですが。判断する余地が減ってきてるんですよ。どれぐらい

基金を使うかということも決まってきているので。 

 

皆さん、読んでいただけましたでしょうか。特別な事項ではありませんの

で、前回Ａ委員からご提案をいただいたこと、我々が常日頃議論していること

を、こういった形で次年度の運協の委員さんの方に申し送りをしていくという

内容のものにしていきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 

《意見なし》 

 

ありがとうございます。続いて、資料６、資料７に移っていきたいと思いま

す。議題３、出産育児一時金及び葬祭費を愛知県給付基準に合わせるための検

討について、協議を行いたいと思います。これについて、あらかじめ私の方に

諮問がありました。諮問につきましては資料６にあります。事務局から趣旨や

背景について説明をお願いしたいと思います。事務局お願いします。 

 

今回の諮問につきまして、令和６年１１月１日付で諮問があったわけです

が、その背景などの説明をさせていただきたいと思います。 

まず資料７の１枚目の上段をご覧ください。まず目的についてですが、愛知

県から１０月２３日付で通知いただきまして、その内容につきましては、愛知

県が給付基準を定めて、県内の５４市町村に対して、出産育児一時金と葬祭費

の給付基準、ここでいう給付基準というのは各市町村が持っている条例の文言

を愛知県が定める給付基準に沿って改正をしていただきたいという内容のもの

でございました。 

なぜこんな通知が来たかという背景というか理由についてですが、大きく２

点をございました。まず、愛知県内の市町村の国民健康保険税とか料の水準を

今後統一していくという形になるんですが、そのためには受益の公平性の観点

から、いわゆる保険給付についても統一を進めていく必要があり、県が調べた

結果、出産育児一時金と葬祭費の給付基準について、ばらつきが比較的小さい

ので統一は進みやすいのではないかということで、やりたいということです。
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それで、県の担当者と話したんですが、それは、建前とは言いませんが１つの

お題目であって、本当の理由というのがこの次のところに書いてあります。保

険者努力支援制度の都道府県分の取組評価分ですが、今、愛知県の全国順位が

かなりというかもうほとんど最後に近いです。表にも書いてあるんですけど、

大体４０位代の真ん中から後半ぐらいということによりまして、愛知県として

は何とかこれを上位の方に持っていきたいということを考えています。評価項

目の中に該当指標が書いてありますが、この中の「保険税の減免基準の統一」

から「葬祭費の給付水準の統一」までの４つの中で２つクリアしていれば、２

４点もらえるという項目があったそうで、それをまず獲得したいというのが本

音でございました。この２４点が大体どれぐらいにあたるかということなんで

すが、令和５年度の当該指標における１件当たりの交付金の金額が、約１，２

００万円。これに２４点をかけますと、大体２億９，０００万です。犬山市で

はどれぐらいになるのかということですが、もちろん具体的に分かりませんの

で、単純に被保険者数で考えると、大体１人当たり２００円ということで、９

月末の犬山市の被保険者が約１万１，５００人ですので、大体２３０万円ぐら

いに相当するのではないかというものでございます。 

では、給付基準という形で条例の文言を改正する場合、どのような改正内容

になるかということを説明させていただきます。まず愛知県の給付基準につい

て、資料の別紙も参照して見ていただきますと、出産育児一時金の方では、被

保険者が出産したときに、４８万８，０００円を支給します。次に産科医療補

償制度に加入している医療機関で出産をした場合については１万２，０００円

を加算します。それから、被用者保険、社会保険との間で給付調整を行う、と

いう３点が入っているというのが基準の大きなものになります。こちらについ

ては健康保険法とか国が出してきた国民健康保険条例の参考例に書いてあるこ

とになっておりまして、被用者保険との給付調整を行うというものについて

も、今言った国が出した参考条例や健康保険法の記載内容に同じようなものが

載っています。 

では続いてですが、愛知県内の中で、今、この愛知県の基準と比べるとどう

なっているかということですが、愛知県の給付基準と同じような書き方をして

いる市町村が４５市町村、異なった書き方をしている市町村が９市町、この９

市町の中に犬山市が入っております。この件数は、出産育児一時金も葬祭費も

同じでして、県が求めてる給付基準と異なる基準となっているのは、出産育児

一時金、葬祭費、どちらにしても９市町という形です。犬山市の給付基準と愛

知県の条例の記載例と何が違うかというと、出産育児一時金の４８万８，００

０円と産科医療補償制度１万２，０００円が愛知県の基準は分けて書いてある

んですけど、犬山市の場合は、条例では一括で５０万円という形で記載させて

いただき、被用者保険との給付調整は記載させていただいてます。葬祭費につ

きましては、金額、対象については同じなのですが、異なってる部分として

は、被用者保険との給付調整だけが記載していないということなので、この部

分が異なっています。 

最後になりますが、ここを愛知県に合わせるとどういうふうになるかという

ことになるんですが、もちろん条例改正が必要という形にはなるんですが、何

か問題点があるのかという話になってくると思いますが、葬祭費については特

に給付調整だけの問題ですので、問題はないと思います。出産育児一時金につ

いては、産科医療補償制度に加入しているところで出産した場合は５０万円で
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すが、産科医療補償制度に加入していない分娩機関で生まれた場合に、１万

２，０００円を除いた４８万８，０００円を支給するという形になりますの

で、現状から比べると、産科医療補償制度に加入していない医療機関で出産し

た被保険者に対しては、1万２，０００円を減額して支給しなければならないと

いうことが問題点になります。ただ、どういう方が対象なのかということなん

ですけど、今は全国の分娩機関の中で、産科医療補償制度に加入していない分

娩機関というのは、兵庫県にある１医療機関だけでして、犬山市の過去３～４

年ぐらいのデータを見てみたんですけど、分娩された方の分娩機関を見ます

と、犬山市のクリニックもしくは小牧とか江南の医療機関で出産されている方

がほとんどであります。あと海外で出産された方につきましても、４８万８，

０００円になってしまうんですが、海外出産される方についても、この３年間

で１件だけという形になりますので、ほぼ影響がないのではないかと思いま

す。それで、今後のことを考えまして、時期は未定ではありますが、愛知県が

提示してきた給付基準に合わせて、条例の改正していくことがいいのではない

かと思いまして、今日説明の方をさせていただきました。 

最後になりますが、現状の愛知県のシステムの方の話をさせていただきます

と、愛知県と市町村の一部で構成している国保運営方針連携会議というのがあ

ります。その会議の中で今回の出産育児一時金と葬祭費について給付基準を合

わせるかどうかという検討する会議が明日予定されておりまして、そこの中で

検討されているということです。あと連携会議の中の下にワーキンググループ

というものがございますが、そのワーキンググループでも併せて検討していき

たいということを県の方から聞いておりますので、どうなるかはちょっと分か

らない状況ではありますが、先ほど言いました１０月２３日の県の通知の中

に、令和７年度からやりたいので令和６年度中に条例改正をしてもらいたいと

いう文言がいまだに入っておりますので、今年度、急ではありましたが、諮問

のほうを受けたという形になっております。以上で説明を終らさせていただき

ます。 

 

説明は終わりました。県から急にこういった通知がありました。今ご説明が

ありました通り、書き方が若干違うところがあるということです。それを県の

方に合わせた場合どうなるかと言ったら、今、全国でも兵庫県にある１件の分

娩機関で出産した場合のみ４８万８，０００円の給付になるという、そこだけ

です。ただ、先ほど説明があったように、犬山市民の方はほぼ近隣病院で出産

しているということもあり、過去、３年４年さかのぼっても１件もないという

ことですので、私も内容を確認した上で事務局の説明を聞いたところ、問題は

ないのかなあということで思っています。皆さんの方から何かご意見ご質問が

あれば、いかがでしょうか。 

 

県の動機は微妙かと思いますが、特に問題はないかなと思います。 

 

私も今の説明をいただいた中では、特に問題はないと思います。 

 

県の方がなぜ４８万８，０００円にこだわるのかなというのがちょっとあり

ます。今回のことは別に問題はないと思いますけれども、１ヶ所しかないので

あれば、分ける必要はないと思うので、本当は県の方が５０万というふうにし
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ていただいたほうがいいと思います。 

 

今のＢ委員さんのご意見には２点の困難な点がございまして、１点は、まず

健康保険法、国民健康保険の参考条例というのが国から出てるんですが、そこ

の記載については出産育児一時金が４８万８，０００円、産科医療補償制度が

１万２，０００円という数字で明確に出ておりますので、そことの整合性がち

ょっと取れないのではないかというのがあります。もう１点は、５０万円に統

一するという考え方も確かにあるんですが、現状で４８万８，０００円プラス

１万２，０００円の文言を条例で出しているのが４５市町村、５０万円で条例

の文言を使ってるのが９市町ですので、逆に、５０万円で合わせることに、４

５市町村に条例改正を求めた場合どういう反応を示すのかというのが県の方と

しては非常に不安だということで、なかなか難しいのではないかなと思いま

す。むしろ、健康保険法もしくは国民健康保険の参考条例に合わせるのが一番

固いのではないかというのが事務局の思いでございます。 

 

９市町村、少ない方に犬山市も入ってるんですけども、影響としてはあまり

大きくないということと、県は、統一することによって少しでも点数を取りに

行って、なるべくお金をいただきたいというのが、動機は不純ですが、ありま

す。よろしいでしょうか。皆さん、これでまずはご確認ということでよろしい

ですか。 

 

 

はい。 

 

そうすると今皆さんご了解いただきましたので、答申案の方も事務局で作成

しております。またこれを原市長の方に持っていくのと、条例改正をしなくて

はいけないです。 

 

《事務局が答申案を配布》 

 

今お手元に答申案をお配りさしていただきました。では朗読します。 

 

《答申案を朗読》 

 

誤字が３ヶ所ぐらいありましたので、そこは私と事務局の方に修正を一任し

ていただけますでしょうか。今のこの答申案に関して、中身についてご了解い

ただけますでしょうか。 

 

はい。 

 

ありがとうございます。そうしたら、この答申についても、また、原市長の

方に、私の方から届けたいというふうに思います。それでは、その他、事務局

の方から何かありますか。 

 

報告をさせていただきたいと思います。 
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会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ委員 

 

会長 

 

 

前回の運営協議会におきまして、５年度の保健事業の評価についてご意見を

いただく中で、Ｆ委員より検診事業に関するご意見をいただきました。内容と

しましては、検診ごとに受診票の住所とか氏名とか、そういったものを書かな

ければならず、書けない高齢者のために医療機関の事務員が手助けして、非常

に大きな負担が生じているということで、事前に住所や氏名等を印字した受診

票を配布できないかというようなご意見であったと思います。特定健診以外の

市が行っている、がん検診などが該当することから、健康推進課にお伝えさせ

ていただきまして、課長より回答を得ましたので、少しご報告をさせていただ

きます。 

端的に申し上げれば、現時点ではちょっと対応することは困難という回答に

なっております。理由といたしましては、がん検診等は手挙げ方式で行ってお

りますので、あらかじめ対象者を設定してすべての方に受診票を送るというこ

とが、かなり労力を要するのと、その方が、どのがん検診を受けるかというこ

とすら分からないので、すべてのがん検診の受診票を全部送らないといけない

という形になってしまいます。最初からすべての対象者に住所氏名を印字した

受診票を配布するということが、費用的にも、事務的にも、かなりの負担にな

るということと、そのほとんどが未受診で終わってしまった場合には無駄にな

ってしまうというところから、費用的にもどうなのかということがございま

す。今、がん検診の受診票は、以前は特定健診もそうでしたけれども、４枚複

写となっておりまして、それを例えば４枚複写でなくして、１枚だけのもので

コピーをとってもらうという形にした場合でも、精密検査の依頼書などを、逆

に別で医療機関で作っていただかなければいけないことになりますので、そう

いったことでもご負担が生じてしまうということで、現在のところはこの方向

でお願いしておりますということです。もし、さらに良い方法があればぜひ運

協を通じてご提案をいただきたいということで回答をいただいております。以

上報告させていただきます 

 

私個人的に言えば、運協を通じてご意見をくださいというわけではなくて、

運協を通じてこういったご意見があったものですから、市としてはやはりそれ

をちゃんと受けとめて、今の方法が本当にベストなのか、病院側としては様々

な問題があるというご指摘もあったんですから、また被保険者の方にとってみ

れば、高齢者の方が書くっていう作業が非常に大変だと思うんで、多分白紙の

まま病院持って行って、ちょっと書いてくれんかって、僕も何回か見たことも

ありますので、やっぱりベストな方法を探っていくべきだと思います。ＤＸを

庁内でも進めていくという話も出てきていますので、そういった課題の１つと

して、市の方が受けとめて、考えて、市の国保の健康の関係であれば、先生た

ちにご意見もらうというわけでなくて、市の担当者としてしっかり議論してい

くというのは、私たちは必要だと思ってます。ぜひそういうような受けとめで

お願いしたいと思います。Ｆ委員、そういう形でよろしいですか。 

 

はい。ありがとうございます。 

 

事務局、よろしいでしょうか。続いて、皆さんの方から、その他として何か

ご意見がありましたらお願いします。よろしいですか。 

それでは、本日、準備した議題はすべて終了いたしました。次回の日程は、
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すでにご連絡をさせていただいておりますが、令和７年２月６日（木）１４時

からということになっておりますので、お願いしたいと思います。それでは私

の勤めは終わります。 

 

（ 閉 会 ） 
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